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ごあいさつ 
 

 
社団法人日本印刷産業連合会では、環境保全活動を社会的責任と位置づけて取り組んで

います。具体的には、各種環境関連法令・条例への対応、業界自主基準の制定とその徹底、

更には環境優良工場の表彰やグリーンプリンティング認定制度などがあります。特に、深

刻化する地球環境問題の中で温暖化対策は印刷業界にとっても重要課題であると認識し、

自主行動計画を策定して推進・強化しています。  
地球温暖化対策は喫緊の課題であり、「気候に悪影響を及ぼさない水準で大気中の温室効

果ガスの濃度を安定化させると同時に、生活の豊かさを実感できる社会」と定義されてい

る低炭素社会の構築が進められています。平成 20 年 6 月に福田総理（当時）が発表した『「低

炭素社会・日本」を目指して（福田ビジョン）』で、温室効果ガス排出量の「見える化」と

してカーボンフットプリントに言及しました。その後、洞爺湖サミットを経て、同年 7 月

に閣議決定された「低炭素社会づくり行動計画」ではカーボンフットプリントの普及を挙

げ、『できるだけ多くの商品や食品、サービスにおいて、その温室効果ガス排出量等が消費

者に「見える化」されることを目指す』としています。この経緯の中で、平成 21 年 4 月か

ら、経済産業省が中心となり、環境省、農林水産省及び国土交通省との連携のもと「カー

ボンフットプリント制度の構築及び国際標準化に向けた取り組み」事業が強力に推進され

ています。 
そこで、平成 21 年度の本調査事業は、カーボンフットプリントを取り上げ、出版・商業

印刷物のライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定方法について調査研究を行っ

てきました。 
具体的には、国内外におけるカーボンフットプリント制度や動向に関する調査、モデル

工場で温室効果ガス排出量の算定に必要なデータの実測・収集、カーボンフットプリント

の算定方法や手続きについての調査を実施し、成果物としてガイドラインを策定しました。

更に本調査研究を通じて、カーボンフットプリントに対応するための課題と提言について

も取りまとめました。 
この課題と提言には、印刷業界や印刷機械業界に加え、ライフサイクルの川上である原

材料を提供する製紙業界、インキ業界及び製版機材業界のみならず、ライフサイクルの川

下である出版業界等も含めたカーボンフットプリントの運用と普及に関して今後解決すべ

き課題と対応すべき方策を示唆しておりますので、今後の印刷関連業界の地球温暖化対策

とこれを通した印刷に関わる産業の発展に役立てば幸いです。 
 本調査研究事業の実施にあたり、ご指導、ご協力を受け賜りました経済産業省、財団法

人 JKA、学識経験者、委員各位並びにヒアリング調査等にご協力いただきました関係各方

面の皆様に厚く御礼申し上げます。 
 
 
 平成 22 年 3 月 
                         

 社団法人 日本印刷産業連合会 
                         会  長   山 口 政 廣 
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はじめに 
 
世界的に温暖化防止の必要性が認識され、その是非を議論する段階を終え、実行に移す

ことが求められている。日本においても 2020 年までに 1990 年比で 25％の温暖化効果ガス

排出量削減を政策としている。この目標を達成するためには、地球温暖化に寄与する温室

効果ガスである二酸化炭素排出が少ない、すなわち化石資源の使用を削減した低炭素社会

の実現が課題である。そのためには全ての産業や人々の努力が必要であり、産業において

は、生産プロセスの省エネルギー化・再生可能エネルギーの利用、省エネルギー型製品の

開発が進められている。一方、日本における温室効果ガスの排出の 3 割は家庭やオフィス、

交通や輸送におけるエネルギー使用に起因していることから、人々の生活からの低炭素化

を進める施策も求められている。 
このような中で、商品やサービスの購入、使用に伴う温室効果ガスの排出量を見える化

するツールとして、カーボンフットプリントに注目が集まっている。日本において 2009 年

から試行事業が始まったカーボンフットプリントは、商品やサービスのライフサイクルに

渡る温室効果ガスを算定することによって事業者の温室効果ガス排出削減行動を促し、そ

れを表示することによって消費者がライフサイクルに渡る温暖化への影響に気づき、環境

に配慮した製品を優先的に選択することを目的としている。 
社団法人日本印刷産業連合会（以下、日印産連）では、早くからこのカーボンフットプ

リントの重要性に気づき、カーボンフットプリントの算定方法のルールを定める「商品種

別算定基準（PCR：Product Category Rule）」の策定に自主的に取り組み、「出版・商業印

刷物（中間財）」として 4 番目の認定を受けた。印刷は、書籍や雑誌、カタログ、新聞など、

多くの製品に関わる基本プロセスであり、中間財として他の多くの製品のカーボンフット

プリントの算出に必須となる。また、印刷産業では、紙製やプラスチック製容器包装とし

ての印刷物も他産業に提供しており、これらの容器包装の PCR の参考にもなるであろう。 
しかしながら、事業者にとっては、PCR を参照しただけでカーボンフットプリントを算

定することは容易ではない。納品する印刷物ごとに印刷機器が消費している電力や消費し

たインキ量を把握している事業者はおそらくいないであろう。また、被印刷物である紙や

プラスチックフィルムの製造による温室効果ガスの排出量を知ることも困難であろう。本

調査研究においては事業者のこういった問題の解決を支援するために GHG 排出量算定ガ

イドラインを作成している。このガイドラインは、カーボンフットプリントの算定に取り

組もうとする事業者が、具体的な手順をわかりやすい例を参考にしながら理解できるよう

に構成されている。例えば、生産段階の電力消費量については、PCR では全てのプロセス

の電力投入量を収集することを求めているだけであるが、作成した本ガイドラインを参考

にすれば、実際に電力計測機器を取り付ける方法、電力会社からの請求伝票から算出する

方法、機器の定格電力や稼働時間から算出する方法などが示されており、事業者が迷わず

に取り組むことができる。 
PCR 策定に加え、このようなガイドラインを自主的に作成し、事業者の取り組みを積極

的に促進する日印産連の活動は、自らの産業が環境配慮産業となることを宣言し、一層推

進しようとしていることの現れであり、他の産業の模範となるものである。この PCR に基

づいてカーボンフットプリントを算定することによって、印刷・出版産業における温室効

果ガス排出削減が進むとともに、多くの出版物にカーボンフットプリントマークが表示さ

れ、人々が自らの消費行動の参考にする社会が実現されることを期待する。 
 
平成 22 年 3 月 

カーボンフットプリント研究委員会 
委員長  平 尾 雅 彦 
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I． 調査研究の趣旨
 
我が国のカーボンフットプリント制度に基づき、中間財である出版・商業印刷物に関し

て、その原材料調達段階と生産段階において排出する GHG（温室効果ガス）の量を算定す

るための基準（PCR:商品種別算定基準）が策定・公表された。しかしながら、出版・商業

印刷物（中間財）の生産工程（プリプレス、印刷、表面加工、断裁・製本）に携わってい

る企業は、その規模や事業内容、保有する生産設備等、多種多様であり、これらの企業が

PCR で策定された基準のみに基づいて一様に GHG 排出量を算定することは難しいことが

想定された。 
したがって、「商品種別算定基準（PCR）（認定 PCR 番号：PA-AD-01）対象製品：出版・

商業印刷物（中間財）」（以下、「商業・出版印刷物（中間財）」PCR と言う）に基づき、印

刷事業者が自らの CO2排出量を算定する際に役立つ、実際の現場に即して分かりやすい「算

定ガイドライン」策定を含め、印刷事業者のカーボンフットプリントへの対応についての

調査研究が実施された。 
 

１．調査研究の目的

 
（１） 印刷事業者が「商業・出版印刷物（中間財）」PCR に基づき、GHG 排出量（以下、

「CO2排出量」とする。）を算定する際の、運用方法に関する研究 
（２） 印刷事業者が「商業・出版印刷物（中間財）」PCR に基づき、GHG 排出量を算定す

る際の「事業者のための GHG 排出量算定ガイドライン」の作成 
 

２．調査研究の内容

(１) 運用方法の研究

① カーボンフットプリントの海外・国内動向の調査

先行している欧州等の海外や、国内のカーボンフットプリント（以下、CFP とする。）

の動向調査を行う。国内のカーボンフットプリント制度動向や、「出版・商業印刷物（中

間財）」PCR を理解する。海外動向はカーボンフットプリントの ISO 化（ISO14067）
や、英国の製品 CFP の評価ガイドラインである「PAS2050」、欧州各国の印刷関連事

業団体のガイドライン発行等の取組状況の調査を行う。 

② 商品分類に関する調査

GHG 排出量算定ガイドライン策定やモデル事業者による実測データ収集の基礎と

なる、商品分類表を整理する。印刷事業者の生産段階である「プリプレス工程」「印刷

工程」「表面加工工程」「断裁・製本工程」「梱包工程」の各ライフサイクル段階におい

て、出版・商業印刷物の商品分類の各段階での詳細工程を整理し、GHG 排出量算定ガ

イドラインに活かす。 

③ エネルギーデータの配分に関する調査

CO2 排出量を算定する際のエネルギーデータの配分方法について、想定される事業

者のデータ把握状況等に応じた配分方法を調査する。さらに、モデル事業者工場の実

測のエネルギーデータを使用し、一次データ及び二次データと比較検討することで、
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配分方法等の妥当性を調査する。 

④ モデル事業者工場におけるエネルギーデータ実測

モデル事業者工場にてエネルギーデータを実測する。実測結果を元に一次データと

二次データの CO2排出量算定結果の差異や、エネルギーデータの配分方法の調査を行

う。 
 

(２) ガイドライン策定

① 「印刷産業における事業者のための GHG 排出量算定ガイドライン」策定

「出版・商業印刷物（中間財）」PCR と（１）運用方法の研究を基に、カーボンフッ

トプリントの算定対象製品について、印刷事業者が自らの該当するプロセスの CO2排

出量を算定するための「事業者のための GHG 排出量算定ガイドライン」を策定する。 
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(２) ガイドライン策定

① 「印刷産業における事業者のための GHG 排出量算定ガイドライン」策定

「出版・商業印刷物（中間財）」PCR と（１）運用方法の研究を基に、カーボンフッ

トプリントの算定対象製品について、印刷事業者が自らの該当するプロセスの CO2排

出量を算定するための「事業者のための GHG 排出量算定ガイドライン」を策定する。 
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II． 調査研究の活動実績

１．活動概要

(１) 趣旨

① 委員会

出版・商業印刷物のライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定方法につい

て、印刷業界を構成する多くの中小企業がカーボンフットプリントを算定するための

算定方法や手続きに関する調査研究を行い、算定のためのツールの策定と印刷事業者

が CFP に対応するための課題と提言を取りまとめる。 
 

② ワーキンググループ（WG）

「出版・商業印刷物（中間財）」PCR の GHG 排出量算定ガイドライン策定に向け、

調査や分析について議論する。「カーボンフットプリントの海外・国内動向の調査」、「商

品分類に関する調査」、「エネルギーデータの配分に関する検討」及び「モデル事業者

工場におけるエネルギーデータ実測」の調査研究を行い、PCR の運用に関する分析を

行うとともに、GHG 排出量算定ガイドラインの策定を行う。 
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(２) スケジュール

① 委員会スケジュール

 
回数 分類 日程 時間 場所 

第 1 回 委員会 2009 年 7 月 16 日（木） 14：00～16：00 日本印刷産業連合会  
会議室 

第 2 回 委員会 2010 年 1 月 19 日（火） 15：00～17：00 日本印刷産業連合会 

会議室 
第 3 回 委員会 2010 年 3 月 10 日（水） 10：00～12：00 日本印刷産業連合会 

会議室 
 

② WG スケジュール

回数 分類 日程 時間 場所 
第 1 回 WG 2009 年 8 月 7 日（金） 10：00～12：00 日本印刷産業連合会  

会議室 
第 2 回 WG 2009 年 9 月 28 日（月） 15：00～17：00 日本印刷産業連合会  

会議室 
第 3 回 WG 2009 年 11 月 13 日（金） 15：00～17：00 日本印刷産業連合会  

会議室 
第 4 回 WG 2009 年 12 月 25 日（金 ） 15：00～17：00 日本印刷産業連合会 

会議室 
第 5 回 WG 2010 年 2 月 1 日（月） 15：00～17：30 日本印刷産業連合会 

会議室 
第 6 回 WG 2010 年 2 月 25 日（木） 10：00～12：00 日本印刷産業連合会 

会議室 
第 7 回 WG 2010 年 3 月 16 日（火） 15：00～17：00 日本印刷産業連合会 

会議室 
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(２) スケジュール
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会議室 
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(３) 活動内容

① 委員会活動内容

 
回数 検討内容 資料 

第 1 回  GHG排出量算定ガイドラインの作

成方針について議論 
 CFP の海外・国内動向の確認 
 CFP の ISO14067 及び PAS2050

概要の確認 
 PCR 策定状況の確認 
 

（１）「印刷産業における CFP 調査研究」

事業の進め方 
（２）海外の CFP 動向 
（３）海外の CFP 事例 
（４）Guide to PAS2050 説明資料 
（５）「PAS2050 と ISO14067」比較表 
参考資料：環境省温室効果ガス「見える

化」分科会資料 
第 2 回  GHG排出量算定ガイドライン（案）

の確認・議論 
（13）モデル工場実測データからの考察  
（14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 
第 3 回  GHG排出量算定ガイドラインの承

認 
 調査研究報告書の承認 

（14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 
（15）印刷産業における出版・商業印刷

物のカーボンフットプリントの算定方法

に関する調査研究報告書 
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② WG 活動内容

回数 検討内容 資料 
第 1 回  CFP 算定対象となるライフサイク

ル段階の検討 
 CO2 排出量の算定に影響を与える

要因の確認・議論 
 データ取得方法の違いにより CFP

算定結果の精度の確認 

（６）ライフサイクル段階のための商品

分類表 
（７）CO2 排出量算定に影響を与える要

因一覧  
（８）エネルギー配分方法に関する考え

方と論点 
（９）データ取得方法と CFP 算定結果

の精度 
第 2 回  エネルギー測定データの配分方法

の確認・議論 
 GHG排出量算定ガイドライン（案）

の確認・議論 

（10）エネルギー測定データの配分方法 
（14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 

第 3 回  モデル事業者の工場実測データの

分析結果の確認・議論 
 PCR 策定の状況確認 

（11）モデル工場実測データ分析による

配分方法検討 
（14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 
第 4 回  モデル事業者の工場実測データの

分析結果の確認・議論 
 GHG排出量算定ガイドライン（案）

の確認・議論 

（12）モデル工場データ分析 
（14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 

第 5 回  GHG排出量算定ガイドライン（案）

の確認・議論 
（14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 
第 6 回  GHG排出量算定ガイドライン（案）

の確認・議論 
 調査研究報告書の検討 

（14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 
（15）印刷産業における出版・商業印刷

物のカーボンフットプリントの算定方法

に関する調査研究報告書 
第 7 回  委員会指摘事項に基づく修正 （14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 
（15）印刷産業における出版・商業印刷

物のカーボンフットプリントの算定方法

に関する調査研究報告書 



 6 

② WG 活動内容

回数 検討内容 資料 
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の確認・議論 
 GHG排出量算定ガイドライン（案）
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（11）モデル工場実測データ分析による

配分方法検討 
（14）事業者のための GHG 排出量算定

ガイドライン 
第 4 回  モデル事業者の工場実測データの

分析結果の確認・議論 
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（14）事業者のための GHG 排出量算定
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（15）印刷産業における出版・商業印刷

物のカーボンフットプリントの算定方法

に関する調査研究報告書 
第 7 回  委員会指摘事項に基づく修正 （14）事業者のための GHG 排出量算定
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２．活動成果

(１) 「印刷産業における CFP 調査研究」事業の進め方

① 国内外 CFP に関する使用及びヒアリング調査

（a）調査の目的

先進事例である海外（とくに英国や仏国、独国など欧州）の CFP 取り組み事例を調

査することで、算定方法や PCR 策定の参考とすることはもちろんのこと、CFP の活

用方法やメリット/課題等についても理解を深める。 
国内においては、制度や運用の中身が完全に固まっていないこともあり、それらの

動向を把握することが重要となる。さらに、先行する他業界（食品や日用品）での取

り組みから、直面すると予測される課題等を把握し、それを回避する手段を講じる。 
 

（b）調査内容・方法

1） 海外動向調査

インターネットを活用した既存資料調査、追加情報が必要な際には海外の CFP ご担

当者へのヒアリング（例：INTERGRAF（欧州）） 
2） 国内動向調査

経済産業省ご担当者、食品業界・日用品業界の CFP ご担当者等へのヒアリング 
 

（c）留意事項・参考事項

現在英国では「Publication」の PCR 策定が進められており、有益であればそれと

の連携も検討する。 
 

②  印刷物の製品分類の調査

（a）作業の目的

「試行 PCR」は広く印刷物を網羅する形で策定されるため、実際にそれを使用して

排出量を算定する際には、製品によって異なるシナリオが必要となると考えられる。

したがって、算定方法（シナリオ、バウンダリーなど）が類似と考えられる製品分類

を整理しておく。それによって、算定方法の適合性検証のために収集されたデータの

類型化が可能となる。 
 

（b）調査内容・方法

1） ヒアリング

日本印刷産業連合会、委員会委員・企業等へのヒアリング 
2） 委員会での審議・検討

事務局で整理した分類を委員会で検討 
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（c）留意事項・参考事項

業界の現状をふまえ、シナリオ、モニタリング方法と配分方法、企業の連関構造な

どの同一性を念頭に置いた上で分類する必要がある。 
 

③ 試行 PCR を参考にした一次データ・二次データの特定と収集手段の調査

（a）作業の目的

「試行 PCR」の検証に必要な一次データ・二次データを特定する。とくにそれらの

データがどこからどのように入手可能なのかを、実態に合わせて検討する。 

（b）調査内容・方法

1） ヒアリング

日本印刷産業連合会、委員会委員・企業、その他印刷関連企業、印刷物の LCA 関連

企業等へのヒアリングと現地調査 
2） 委員会

事務局で整理した分類を委員会で検討 

（c）留意事項・参考事項

今後中小企業が一次データを計測する際の課題になると想定されるモニタリング方

法についても留意しておく必要がある。 
 

④ 収集された一次データ・二次データを使用した試行 PCR に基づいた試算結果

の検証

（a）調査の目的

印刷産業並びに関連産業の実態に即した PCR を策定する。データそのものあるいは

取得方法等に起因する不確実性をできるだけ排除する（すなわち CFP 値の正確性・信

頼性を高める）が、その一方で中小企業も意識しながら手間がかかり過ぎない PCR（シ

ナリオ、配分方法、カットオフ基準等の設定）とするための検証・評価。 

（b）調査内容・方法

1） 算出モデル検証

モンテカルロシミュレーションや感度分析など最適な解析手法を用いる。 
2） シナリオ、配分方法、カットオフ基準の設定

主に貴会並びに関連する検討委員会主要委員、会員企業・組合員企業へのヒアリン

グ、二次データに関連して、関連業界へのヒアリングも実施する。 
 

（c）留意事項・参考事項

「カーボンフットプリント制度の在り方（指針）」（2009 年 3 月 3 日）「カーボンフッ

トプリント制度 商品別算定基準（PCR）策定基準」（2009 年 3 月 3 日）の内容・基

準に準拠しながらも、業界特性から印刷製品の流通、廃棄・リサイクルについて、対

象範囲とするかも含め留意・検討が必要。 
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法についても留意しておく必要がある。 
 

④ 収集された一次データ・二次データを使用した試行 PCR に基づいた試算結果

の検証

（a）調査の目的

印刷産業並びに関連産業の実態に即した PCR を策定する。データそのものあるいは

取得方法等に起因する不確実性をできるだけ排除する（すなわち CFP 値の正確性・信

頼性を高める）が、その一方で中小企業も意識しながら手間がかかり過ぎない PCR（シ

ナリオ、配分方法、カットオフ基準等の設定）とするための検証・評価。 

（b）調査内容・方法

1） 算出モデル検証

モンテカルロシミュレーションや感度分析など最適な解析手法を用いる。 
2） シナリオ、配分方法、カットオフ基準の設定

主に貴会並びに関連する検討委員会主要委員、会員企業・組合員企業へのヒアリン

グ、二次データに関連して、関連業界へのヒアリングも実施する。 
 

（c）留意事項・参考事項

「カーボンフットプリント制度の在り方（指針）」（2009 年 3 月 3 日）「カーボンフッ

トプリント制度 商品別算定基準（PCR）策定基準」（2009 年 3 月 3 日）の内容・基

準に準拠しながらも、業界特性から印刷製品の流通、廃棄・リサイクルについて、対

象範囲とするかも含め留意・検討が必要。 
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中小企業でも使いやすいものを策定するために、算定精度のレベル分け（レベル１、

レベル２、レベル３ あるいは Tier1, Tier2, Tier3）についても考慮しておく必要があ

る。 
 

⑤ 補足情報

インベントリ分析を行った後、感度分析を実施し、調査の目的に対応して重要な問

題と特定された環境問題に対し、インベントリ分析の結果やインパクト評価の結果が

許容変動範囲であるかを評価する。つまり、インベントリ分析で採用したインベント

リデータの変動や LCA 手法（シナリオ設定やアロケーションなど）に付随する不確実

性による変化が、分析結果にどの程度の影響を及ぼすかを検討する。そのうえで、イ

ンベントリ分析のデータや手法ならびにバウンダリ設定などの妥当性を再評価する。 
 

 
図表 1：算定モデルの感度分析による検証 
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図表 2：算定モデルの妥当性の再評価 
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図表 2：算定モデルの妥当性の再評価 
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(２) 海外の CFP 動向
 

① 印刷物の CFP

CFP に関しては、とくにヨーロッパの国々が先行してガイドラインや PCR の策定

を進めている。全般的なガイドラインとしては英国の PAS2050 が代表的なものである。

さらに、特に印刷物に関連するところでは、スウェーデンの EPD(Environmental 
Product Declaration)が PCR を、EU の Carbon Footprint(INTERGRAF)がガイドラ

インを策定中である。 
英国（Carbon Trust 社）では、PAS2050 に準拠した形で印刷物の PCR 策定を進め

ているという話しも聞こえてくるが、その内容はまだ明らかとなっていない。 
 
海外各国の事例の詳細は（３）項参照 
 

② カーボンフットプリントの国際標準規格化

現在、カーボンフットプリント制度の国際標準化に向けて、国際標準規格（ISO）

での検討が進められている。ISO 化に向けた検討の流れや検討内容について認識する

ことで、印刷 PCR およびその運用において国際標準を参考とする、あるいは整合性を

図るものである。 
 

（a）検討状況

 
1） 概要

カーボンフットプリント制度の国際標準規格化については、TC207（TC: Technical 
Committee、環境マネジメントのシステム及びその手法の検討、並びに国際規格の開

発）の分科委員会の一つである SC7（SC: Sub Committee、温室効果ガスマネジメン

ト及び関連事項について検討）に対し、SC7 の下に設置された同制度の国際標準化の

必要性を検討するＷＧ２から、2007 年 6 月に国際標準化作業開始の提案が行われた。 
本国際標準は ISO14067 と呼ばれ、2011 年 11 月の規格発行をターゲットとしてい

る。 
現時点（2009 年 7 月時点）では、ワーキング・ドラフト（Working Draft）が作成

され、公開はされておらず、関係者のレビューとコメントを受け付けている状態にあ

る。 
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2） ISO14067(WD1; ワーキングドラフト 1)の内容

ISO14067 は「Part1: Quantification（定量化）」と「Part2: Communications（コ

ミュニケーション）」の 2 部構成となっている。 
 

（i） ISO14067(WD1)の構成

Part1 並びに Part2 の構成は下記の通り。 
Part1: Quantification 

1 Scope 
2 Normative References 
3 Terms and Definitions 
4 General principles 
5 Methodological Framework 
5.1 General 
5.2 Goal and Scope definition for the quantification of CFP 
5.2.1 General 
5.2.2 Goal 
5.2.3 Scope 
5.3 Inventory analysis for CFP 
5.3.1 General 
5.3.2 Time period for assessment of GHG emissions 
5.3.3 Treatment of specific GHG Emission sources and sinks 
5.3.4 Allocation to co-products 
5.4 Impact assessment of CFP 
5.4.1 General 
5.4.2 Impact assessment on a process level 
5.4.3 Impact assessment on a systems level 
5.5 Interpretation of CFP 
6 Preparations for Communication and Verification 
6.1 General 
6.2 Verification plan 
6.3 Competence of verifiers 
6.4 Verification statement 
6.5 Use of the verification statement 
7 Confidentiality 
Annex A (normative)  
Characterisation factors for the impact category "Climate Change" 
Annex B (informative)  
Treatment of material recycling in CF studies according to guidance 
B.1 Introduction 
B.2 Closed-loop allocation procedure 
B.3 Open-loop allocation procedure 

 
Pert2: Communications 

1 Scope 
2 Normative references 
3 Terms and definition 
4 Objective 
5 Principles 
6 Guidance on Communication 
7 Requirements and Procedures for Communication of Carbon Footprint 
7.1 General 
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7.1.1 Declarations 
7.1.2 Units of measurement 
7.1.3 Result precision and rounding 
7.1.4 Age of data 
7.2 Declaring Overall Emissions 
7.3 Declaring emissions for specific stages of the life cycle 
7.4 Declarations communicating reduction in carbon footprint 
7.5 Declarations making Comparisons 
7.6 Simplification of Claims 
8 Verification 
 

（ii） ISO14067(WD1)の内容と特徴 

（６）項参照 
 

③ PAS2050 の内容

なお、イギリスではすでに CFP の公開設計書（PAS）が発行されており、それに基

づいた CFP の実例も出てきている。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ISO14067 の検討には英国も参加しており、実績のある PAS2050 をベースとしたイ

ンプットが進むと考えられる。WD1 の内容を見ても、原案に対してすでに英国から加

除修正のコメントが多数含まれている。 
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（a）PAS2050 の構成 

「PAS 2050:2008」は製品の CFP を評価するための標準的な手法を提供し、「Guide 
to PAS 2050」は特定かつ実践的なガイドラインとしての位置付けとなっている。 

PAS 2050:2008 
1 Scope 
2 Normative references 
3 Terms and definitions 
4 Principles and implementation 
5 Emission sources, offsetting and unit of analysis 
6 System boundary 
7 Data 
8 Allocation of emissions 
9 Calculation of the GHG emissions of products 
10Claims of conformity 
Annexes; 
Annex A Global warming potential (normative) 
Annex B Calculation of the weighted average impact of emissions arising 

from the use phase and final disposal phase of products 
(normative) 

Annex C Calculation of the weighted average impact of carbon storage in 
products (normative) 

Annex D Calculation of emissions arising from recyclable material inputs 
(normative) 

Annex E Default land use change values for selected countries (normative) 
 
Guide to PAS 2050 

Introduction 
Section I: Start-up 

Setting objectives 
Choosing products 
Engaging suppliers 

Section II: Calculating product carbon footprints 
Step 1: Building a process map 
Step 2: Checking boundaries and prioritization 
Step 3: Collecting data 
Step 4: Calculating the footprint 
Step 5: Checking uncertainty (optional) 

Section III: Next steps 
Validating results 
Reducing emissions 
Communicating the footprint and claiming reductions 

Appendix I: PAS 2050 application across different product types 
Appendix II: Services examples 
Appendix III: Product carbon footprinting calculation – worked example 
Appendix IV: Uncertainty analysis 
Glossary 

 

（b）PAS2050 の内容と特徴

（６）項参照 
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（b）PAS2050 の内容と特徴
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（c）TC130 の内容

印刷技術分野における国際標準規格化については、TC130（TC:Technical 
Committee, ISO の規格作成作業を行う専門委員会で 130 は委員会番号を表す）にお

いて検討が開始されたところである。2009 年 9 月に英国より印刷メディアの CFP を

規格化する提案があり、2010 年 4 月にはスイスでの会合が行われる予定である。 
 

④ 今後の課題

（a）ガイドラインの策定に向けて

CFP 研究委員会及び WG の目的として、印刷関連事業者が実際の算定に利用できる

ガイドラインの策定があげられる。 
このガイドラインには、「バウンダリーの設定」「シナリオの設定」「配分方法」「デー

タ取得と管理」などの項目が含まれると想定される。まずは、ガイドラインとして記

述すべき内容は何かを検討するために、海外の事例等を参考にすることは有効である

と考えられる。具体的には「Guide to PAS 2050」等の内容を詳細に理解したうえで、

日本の印刷産業の事情に適合したものを作成する手法も考えられる。 
 

（b）配分方法の検討

事業者が実際に計算する際に、最も課題・悩みとなるであろう「Allocation；配分方

法」について、基本的な考え方は固めつつも、実際のケースから想定できるいくつか

のシナリオを検討することが必要だと考えられる。 
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(４) Guide to PAS2050 の解説

① Guide to PAS2050 について

「Guide to PAS2050」は英国の製品 CFP の評価ガイドラインである。ガイドライ

ンの構成は以下となる。②以降では、構成内容の下線 Step について解説を行う。 
 

図表 4：Guide to Pas 2050の構成 

 

前書き

Section I： 手始めに

  目的の設定

  対象製品の選択

  サプライヤーとの連携

Section II： 製品カーボンフットプリントの計算

  Step 1：プロセスマップの構築

  Step 2：バウンダリーと優先順位の確認

  Step 3：データ収集

  Step 4：フットプリントの計算

  Step 5：不確実性の確認（オプション）

Section III： 次のステップ

  評価結果

  排出削減

  フットプリントと削減効果のコミュニケーション

Appendix I：異なる製品タイプごとのPAS 2050の適用

Appendix II：サービス事例

Appendix III：CFPの事例

Appendix IV：不確実性分析

用語集
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② Section II：製品 CFP の算定

製品 CFP の算定は、以下 5 つの基本ステップで行う。 
 

図表 5：製品 CFP 算定のための５つの基本ステップ 
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③ Step１：プロセスマップの構築

本ステップの目的は、製品のライフサイクルに寄与する原材料、活動およびプロセ

スをすべて識別することである。 
プロセスマップ構築のために、内部専門家の意見、利用可能なデータ、机上の分析

により、まずは機能単位を大きな構成単位に分ける作業から始める。製品仕様書や原

材料の請求書から始めるとやりやすい。 
 
 

図表 6：典型的な BtoC のプロセスマップ 

 
 

 
 

図表 7：典型的な BtoB のプロセスマップ 

 
 
 
 
 
 

（a）サービスのプロセスマップ

サービスが包含する「活動」によって、そのライフサイクルは異なる。例えばホテ

ルの場合、チェックイン→部屋の利用→チェックアウト→部屋の清掃などがプロセス

マップとして考えられ、されにそれぞれのプロセスは内部でいくつかの活動を包含し

ている。例）部屋の利用には、照明によるエネルギー消費、水の使用、廃棄物の発生

などが含まれる。 
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図表 8：クロワッサンの製造におけるプロセスマップ例 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

④ Step２：バウンダリーと優先順位の確認

（a）バウンダリー

システム・バウンダリーは、製品カーボンフットプリントの範囲を定義する。すな

わち、ライフサイクルステージ、インプットとアウトプットは評価に含まれるべきで

ある。ハイレベルでのプロセスマップができたら、そこでバウンダリーを特定する。

なお、PAS 2050 では、システム・バウンダリーは PCR が存在する場合には、それと

の整合性が求められる。仮に PCR が存在しない場合には、システム・バウンダリー

は明確に定義されなければならない。 
 

バウンダリーに含める必要のないもの 
・“重要ではない”排出源（総排出量の１％未満） 
・プロセスへの人的なインプット（人による CO2排出） 
・消費者の店舗への移動 
・動物が提供する移動手段（例：途上国における動物の農業や採掘への利用） 
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（b）重要性（materiality）と優先順位

ライフサイクルでのトータル排出量の１％以上を占める全ての排出源は、“重要”で
あるとみなされる。排出源が“重要”か“重要でない”かを決定するために、まずは推定

値や既存データを利用したハイレベルでの分析が有効である。その上で、重要性の高

い排出源については、より固有で精度の高いデータを利用することになる。 
ハイレベル分析は、例えば以下のようなデータに基づいて可能である。 

 
・公開された学術文書のインターネット検索 
・類似製品の LCA 分析 
・業界団体が公表しているデータ 
・標準的 LCA データベースからのデータ 

 

⑤ Step３：データ収集

PAS 2050 で使用されるすべてのデータは、「データ品質ルール」を順守する必要が

ある。（PAS 2050 セクション 7.2 を参照）。これによって、正確、再計算可能（更新可

能）で、比較可能なカーボンフットプリントが保証される。 
 

【PAS 2050 セクション 7.2 の要約】 
以下のようなデータがより望まれる； 
「時間的一致」「地理的一致」「技術的一致」「正確」「統計的変動の少ない」 
追加的に考慮すべき事柄； 
「完全性」「一貫性」「再計算性」「情報源」 

 

（a）データの種類

『活動量（activity data）』と『排出係数（emission factor）』が必要。活動量とは、

製品ライフサイクルに投入される全ての資源とエネルギーを指す。活動量及び排出係

数ともに、一次データあるいは二次データとして入手可能。 

（b）一次データ

原則として、可能な限り一次データを使用することが求められる。それにより、実

際の排出量の認識に役立ち、真の効率改善機会（省エネポイント）の特定が可能とな

る。 

（c）二次データ

一次データが入手できない、あるいはデータの信頼性に疑問が残る場合には、二次

データの活用が求められる。 
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（b）重要性（materiality）と優先順位

ライフサイクルでのトータル排出量の１％以上を占める全ての排出源は、“重要”で
あるとみなされる。排出源が“重要”か“重要でない”かを決定するために、まずは推定

値や既存データを利用したハイレベルでの分析が有効である。その上で、重要性の高

い排出源については、より固有で精度の高いデータを利用することになる。 
ハイレベル分析は、例えば以下のようなデータに基づいて可能である。 
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・標準的 LCA データベースからのデータ 
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・家畜や土壌からの排出係数 

（d）情報源

二次データの情報源としては、PAS で認められたデータの他に、政府、国連、国連

の下部組織などが信頼性の高い情報源としてあげられる。その他、商業用の LCA デー

タベースなども利用できる。ただし、二次データを活用する場合は、そのデータに何

が含まれていて何が含まれていないのかを正確に理解しておくことが重要である。 

（e）消費者の使用による排出

消費にともなう排出量データは、見つけるのが非常に困難である。PAS 2050 は、使

用プロフィール（標準的な顧客の行動様式）について準拠すべきルールの階層を示し

ている（PAS 2050 セクション 6.4.8.2 を参照）； 
1. PCR 
2. 公表された国際基準（例えば Energy Star データベース） 
3. 公表された国のガイドライン 
4. 公表された業界ガイドライン 

（f）記録

すべての情報源、設定した仮定の記録が求められる。また、バウンダリーの詳細、

使用プロファイル、情報源について開示すべきである。 
 

⑥ Step４：フットプリントの計算

 
ある活動のカーボンフットプリント＝活動量（重量、質量、kWh、km）×排出係数 

（a）マスバランス

一般的にカーボンフットプリントでは、インプットとアウトプット、廃棄物のマス

バランス（重量等価）が実現していなければならない。マスバランスが実現している

ことで、考慮すべきすべての資源がカウントされているということを担保することに

なる。 
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（b）フットプリントの計算

フットプリントの計算について、クロワッサンの原材料（小麦）の生産と輸送に関

する事例を解説する。 
 
図表 9：クロワッサンの原材料（小麦）の生産と輸送に関するフットプリントの計算例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表 10：クロワッサンの CFP 計算結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 
 

 26 

（b）フットプリントの計算

フットプリントの計算について、クロワッサンの原材料（小麦）の生産と輸送に関

する事例を解説する。 
 
図表 9：クロワッサンの原材料（小麦）の生産と輸送に関するフットプリントの計算例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表 10：クロワッサンの CFP 計算結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 27 

（c）特定の排出に関する取り扱い

特定の排出の測定と配分（アロケーション）について、とくに留意が必要となるも

のがある。 
 
1） 測定

製品における炭素貯留については、素材となるバイオマス（木材など）がその目的

のために栽培された木や管理された森林から切り出された場合は認められるが、管理

されていない自然林などから切り出された場合は、追加的ではないとみなされ認めら

れない。 
製品がリサイクルされた場合、その製品における炭素貯留はその時点で終了するが、

リサイクルされ製造された新たな製品について炭素貯留がカウントされることになる。 
 
2） サプライチェーンにおける変化

一時的な計画されていない変更が起こった場合 
CFP の計算結果に１０％以上の増加を 3 ヶ月以上もたらす場合、再計算が必要。 
 

計画された変更が起こった場合 
CFP の計算結果に５％以上の増加を 3 ヶ月以上もたらす場合、再計算が必要。 
 

サプライチェーンに固有の変動や予測のできない変更が起こった場合 
例えば電力会社からの排出係数が変更となった場合、当該期間においてデータは

平均を求めることが必要。 
 

同様の排出源について複数からインプットがある場合、代表的な排出源からのサン

プルデータで対応が可能。サンプルサイズの決定方法のひとつに「平方根」がある。（100
のインプット先であれば 10 のサンプル） 
 
3） リサイクルの場合

リサイクル素材が“Closed-loop”かどうか 
・ 例えば業界平均を使って、リサイクル素材とバージン素材との一般的な割合を使

う 
・ リサイクル素材及びバージン素材のそれぞれについて、製造時の排出に関する

データ収集 
・ リサイクル素材及びバージン素材の割合に応じた加重平均の計算 
・ 製品がリサイクルされた場合には、ライフサイクル排出量から除外される 
 
4） エネルギー

エネルギーについては、そのライフサイクル全般に関連する排出係数を用いなけれ

ばならない。 
・ オンサイト発電の場合、一次データに基づいた排出係数の算定が必要 
・ オフサイト発電の場合、供給者あるいは信頼できる第三者からの二次データが必

要 
・ 再生可能エネルギーの場合は、国のインベントリーとのダブルカウントに注意が

必要 
・ バイオマス／バイオ燃料の場合は、植物由来の部分は除外し、それらの製造に関

する排出はカウントが必要 
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5） 輸送

輸送については、原則としてすべて CFP 算定に含める。製品が異なる距離の目的地

に輸送される場合には、算定期間における平均距離を使った計算も可能。製品がその

他の製品と混載で輸送された場合、質量か重量のいずれかでアロケーションする。 

 
6） 控除

生産財（機械、設備、建物など）に関する排出は CFP 算定から除外する。カーボン

オフセット分は CFP 算定から除外する。 
 

7） 配分（アロケーション）

ひとつのプロセスで異なるアウトプット（製品）への GHG 排出が発生する場合、

アロケーションが必要となる。 
・ プロセスをサブプロセスに分解 
・ サブプロセスへの分解が困難な場合は、システムを代替された製品への影響範囲

まで拡大 
・ 上記が困難な場合、経済的価値に基づくアロケーション 

 
8） 廃棄物

廃棄物については埋立か焼却かで異なる。 
・ 埋立の場合、植物由来の GHG であれば除外（GWP=0）、化石由来の二酸化炭素

であれば GWP=1、CO2以外の GHG については当該の GPW 
・ メタン回収と発電により化石燃料由来の電力等を代替する場合はCFP算定より除

外 
 

9） コージェネ

コージェネを使用している場合は、以下で計算する。 
・ ボイラー（石炭、木質、固形燃料など）の場合は電力と熱の割合（熱量ベース）

は 2.5:1.0 で計算。 
・ タービン（ガスなど）の場合は電力と熱の割合（熱量ベース）は 2.0:1.0 で計算。 
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(５) 「PAS2050 と ISO14067」比較表

前述した PAS2050 と ISO14067 について各項目を比較調査した。なお、調査は 2009
年 7 月現在のものである。 

 

 

条項 内容（ポイント） 条項 内容（ポイント）
1 Scope 1 Scope
2 Normative
references

2 Normative
References

3 Terms and
definitions

3 Terms and
Definitions

4 Principles and
implementation

「評価範囲」
B to Cの場合は全ﾗｲﾌｻｲｸﾙ。
B to Bの場合はﾗｲﾌｻｲｸﾙの次のｽﾃｰ
ｼﾞの企業にたどり着くまで。

4 General principles

5 Emission sources,
offsetting and unit of
analysis

5 Methodological
Framework

5.1 Scope and GHG
emissions

対象はIPCC 2007に記述されたガス
（6ガスだけではない）。

5.1 General 「ライフステージ分類」
資源獲得→製造→使用→廃棄処
理

5.2 Time period for
assessment of GHG
emissions

評価期間は100年（IPCCのデフォルト
値も同様）。
ただし、使用、廃棄ステージについて
は原則1年。

5.2 Goal and Scope
definition for the
quantification of
CFP

5.3 Source of GHG
emissions

燃料消費、燃焼工程、化学反応、冷
媒の大気放出、オペレーション、配
送、廃棄物、など

5.2.1 General

5.4 Carbon storage
in products

バイオマス、非バイオマスに係らず、
炭素貯留は削減効果として評価に含
めなければならない。

5.2.2 Goal CFPの目的は製品ごとの比較研
究、時間経過による削減量評価な
ど様々なものがある。もし外部コ
ミュニケーションを目的とする場合
は、PCRを策定する必要あり。

5.5 Inclusion and
treatment of land
use change

[主に農業] 5.2.3 Scope 5.2.3.2 Functional Unit

5.6 Treatment of soil
carbon change in
existing agricultural
systems

[主に農業] 5.2.3.3 Product systems and
system boundaries
部分的CF（Partial CF）も認める。
カットオフ基準はステージへの影
響の5%以内。

PAS2050 ISO14067
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条項 内容（ポイント） 条項 内容（ポイント）
5.7 Offsetting 評価にオフセットは含んではならな

い。
5.2.3.4 Treatment of Offsetting
CFPはカーボンオフセットを含んで
はいけない。

5.8 Unit of analysis 機能単位ごとにCO2排出量を評価。 5.2.3.5 Data and Data Quality
使用データの特定と決定；
-プロセス固有データ
-汎用プロセスデータ（サイトの平
均値など）
-その他（文献等）
-インプット/アウトプットデータ（国
の統計等）
※可能な限り際と固有データを使
用し、インプット/アウトプットデータ
は限定的に。

6 System boundary 5.2.3.6 Seasonality
季節性を排除するため最低1年間
のデータ。

6.1 Establishing the
system boundary

ISO14025に準拠したPCRにシステム
境界が示されている場合には、それ
を適用。
適用可能なPCRが存在しない場合
は、システム境界の明示が必要。

5.2.3.7 Use stage and use profile
使用状況の設定；
PCR→国際標準→国内ガイドライ
ン

6.2 Partial GHG
emission
information for
business-to-business
assessment

B to Bの場合は、部分的な評価
（Partial GHG emissions）を認める。

5.3 Inventory
analysis for CFP

6.3 Material
contribution and
threshold

機能単位ごとにCO2排出量の95%以
上のカバーが必要。
単一の排出源が50%を超える場合
は、それ以外の排出源で95%以上の
カバーが必要。

5.3.1 General

6.4 System boundary [含む]
原材料生産、エネルギー消費、製造・
サービス提供、店舗・施設運営、運
送、保管、使用段階
[除外]
資本財の生産

5.3.2 Time period for
assessment of GHG
emissions

評価期間は100年（IPCCのデフォ
ルト値も同様）。
ただし、使用、廃棄ステージについ
ては原則1年。

6.5 System boundary
exclusions

[除外]
人間の労力、消費者の輸送・移動、
労働者の出勤・移動、輸送用に使用
される動物

5.3.3. Treatment of
specific GHG
Emission sources
and sinks

炭素貯留等についてはGoal and
Scopeで明確化しておく。

PAS2050 ISO14067
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条項 内容（ポイント） 条項 内容（ポイント）
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PAS2050 ISO14067
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条項 内容（ポイント） 条項 内容（ポイント）
7 Data 5.3.4 Allocation to

co-products

7.1 General 5.4 Impact
assessment of CFP

7.2 Data quality
rules

以下のようなデータを採用する必要
あり
-当該製品と合致する期間
-当該製品固有の地理的特性
-プロジェクト固有の技術
-最も正確なデータ
-分散が最小となるデータ

5.4.1 General GHG排出量×IPCCのGWP係数

7.3 Primary activity
data

5.4.2 Impact
assessment on a
process level

7.4 Secondary data まずは6.2で規程されるPartial GHG
emissionsに適合するSecondary data
が望ましい。それがなければ、7.2で
規程されるルールに適合するデータ
が望ましい。

5.4.3 Impact
assessment on a
systems level

7.5 Changes in the
life cycle of a product

計画にない変更がLCAに生じた場
合、10%以上の排出量変化が3ヶ月以
上に渡る場合は、最評価が必要。
計画されたLCAの変更により5%以上
の排出量変化が3ヶ月以上に渡る場
合は、最評価が必要。

5.5 Interpretation of
CFP

感度分析の必要性。

7.6 Variability in
emissions arising
from the product life
cycle

継続的な製品の場合、最低限1年間
のGHG排出量の評価が必要。特定の
期間のみ（季節製品など）の場合、該
当する期間の評価が必要。

6 Preparations for
Communication and
Verification

7.7 Data sampling サンプリングについては7.2との適合
が必要。

6.1 General

7.8 Non-CO2
emissions data for
livestock and soils

6.2 Verification plan 以下6.2から6.5までは算定結果の
検証について規程。

7.9 Emissions data
for fuel, elctricity
and heat

オンサイト発電熱、オフサイト発電
熱、再生可能エネルギー、バイオマ
ス、バイオ燃料など、それぞれのケー
スに固有のLCAと排出係数が必要。

6.3 Competence of
verifiers

7.10 Validitiy of
analysis

PASに基づいた評価は最大2年間有
効。

6.4 Verification
statement

7.11 Disclosure 使用段階の排出量を第三者に公表
する場合は、以下のような情報につ
いても公表しなければならない。
「システム境界」「炭素貯留」「二次
データ源」

6.5 Use of the
verification
statement
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条項 内容（ポイント） 条項 内容（ポイント）
8 Allocation of
emissions

7 Confidentiality

8.1 General
requirement

副産物への配分は関連するサブプロ
セスごとに評価。
副産物により代替する場合は、代替
される製品の平均排出量を評価。
（例：副産物として売電する場合は、
グリッド電力の排出量で算定）
配分の仮説を明記。

Annex A (normative)
Characterisation
factors for the
impact category
"Climate Change"

8.2 Emissions from
waste

排出されるGHGが生体成分由来か化
石成分由来かで、含めるか含めない
かが決まる。

Annex B
(informative)
Treatment of
material recycling in
CF studies according
to guidance

8.3 Emissions from
energy (CHP
emissions)

電力と熱のMJあたりの排出割合
ボイラーCHPの場合； 2.5:1
タービンCHPの場合； 2.0:1

B.1 Introduction

8.4 Emissions from
transport

製品ごとの質量あるいは体積に応じ
て配分。
配送先から空で帰る場合の排出量も
含めなければならない。

B.2 Closed-loop
allocation procedure

Closed-loop（生産された製品をマ
テリアルリサイクルし同じ製造プロ
セスで利用）の場合の配分ルール
を規程。
投入資源のうちリサイクルされず
ロスする分のみを算入。

8.5 Use of recycled
material and
recycling

Annex Dに記述。 B.3 Open-loop
allocation procedure

Open-loop（リサイクル素材Aが他
のプロセスの素材Bを代替）の場
合の配分ルールを規程。
質量、市場価値、リサイクル回数
などをベースに算入。

8.6 Treatment of
emissions associated
with reuse and
remanufacture

①使用段階の排出量を除いた全ての
LCA排出量を評価。
②リユースされる回数により按分。
②に使用段階の排出量と、リユース
のための再生等にかかる排出量を含
めて評。

9 Calculation of the
GHG emissions of
products

（活動量×排出係数×GWP-炭素貯
留分）×（カットオフ分を含め100%にす
るための割合）

10 Claims of
conformity

10.1 General

10.2 Scope of claim

10.3 Basis of claim 下記のいずれかが可能；
-認定された第三者機関
-その他の第三者組織
-自己検証

10.4 Identification of
the basis of a claim

「認証」-認定された第三者機関
「宣言」-その他の第三者組織
「自己宣言」-自己検証

PAS2050 ISO14067
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条項 内容（ポイント） 条項 内容（ポイント）
Annex A Global
warming potential
(normative)

Annex B Calculation
of the weighted
average impact of
emissions arising
from the use phase
and final disposal
phase of products
(normative)

Annex C Calculation
of the weighted
average impact of
carbon storage in
products (normative)

Annex D Calculation
of emissions arising
from recyclable
material inputs
(normative)

Emissions / unit = (1 - R1) x EV +
(R1 x ER) + (1 - R2) x ED
R1 = proportion of recycled material
input,
R2 = proportion of material in the
product that is recycled at end-of-
life,
ER = emissions arising from recycled
material input, per unit of material,
EV = emissions arising from virgin
material input, per unit of material,
ED = emissions arising from disposal
of waste material, per unit of material

Annex E Default
land use change
values for selected
countries
(normative)
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(６) ライフサイクル段階のための商品分類

各工程で、印刷物の分類によって利用されているプロセスを洗い出す調査を行った。

委員より意見を伺い、以下の該当分類評価としてまとめた。なお、以下の図表の枠組み

は印刷工業会 CFP 研究会「出版商業印刷物物のライフサイクルシナリオ｣、通産省「2000
年の印刷産業ビジョン」等各種公開情報、企業情報を基に作成したものである。 

 
 【商品分類の該当評価】  
  ◎・・・当該商品分類のほぼ全てで利用されているプロセス 
  ○・・・当該商品分類の多くで利用されているプロセス 
  △・・・当該商品分類で、少ないが利用されているプロセス 
  ×・・・当該商品分類ではまず利用されないプロセス 
 
 

図表 11：製版工程の商品分類評価 

 

 
  

 

製版
ユニット

フィルム
製版

CTP製版
グラビア
製版

フレキソ
製版

スクリー
ン製版

樹脂凸版
製版

出版印刷物 新聞 ○

雑誌 ○ ○

書籍 ○

その他 ○

商業印刷物 宣伝用印刷物 ◎ ○ ○ △

業務用印刷物 ○ ○ ○

証券印刷物 一般証券印刷物 ○ ○ ○

カード類印刷 ○ ○ ○

事務用印刷物 ビジネスフォーム印刷 ○ ○ ○

事務用品印刷 △

包装資材印刷(基材・紙) ○ ○ ○

包装資材印刷(基材・紙以外) ○ ○ ○

建装材 ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

制作・編集・校正ユ
ニット又はDTP集

版・組版ユニット（仮
称）

○

刷版ユニット

包装その他特殊
印刷物



 
 

 34 

(６) ライフサイクル段階のための商品分類

各工程で、印刷物の分類によって利用されているプロセスを洗い出す調査を行った。

委員より意見を伺い、以下の該当分類評価としてまとめた。なお、以下の図表の枠組み

は印刷工業会 CFP 研究会「出版商業印刷物物のライフサイクルシナリオ｣、通産省「2000
年の印刷産業ビジョン」等各種公開情報、企業情報を基に作成したものである。 

 
 【商品分類の該当評価】  
  ◎・・・当該商品分類のほぼ全てで利用されているプロセス 
  ○・・・当該商品分類の多くで利用されているプロセス 
  △・・・当該商品分類で、少ないが利用されているプロセス 
  ×・・・当該商品分類ではまず利用されないプロセス 
 
 

図表 11：製版工程の商品分類評価 

 

 
  

 

製版
ユニット

フィルム
製版

CTP製版
グラビア
製版

フレキソ
製版

スクリー
ン製版

樹脂凸版
製版

出版印刷物 新聞 ○

雑誌 ○ ○

書籍 ○

その他 ○

商業印刷物 宣伝用印刷物 ◎ ○ ○ △

業務用印刷物 ○ ○ ○

証券印刷物 一般証券印刷物 ○ ○ ○

カード類印刷 ○ ○ ○

事務用印刷物 ビジネスフォーム印刷 ○ ○ ○

事務用品印刷 △

包装資材印刷(基材・紙) ○ ○ ○

包装資材印刷(基材・紙以外) ○ ○ ○

建装材 ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

制作・編集・校正ユ
ニット又はDTP集

版・組版ユニット（仮
称）

○

刷版ユニット

包装その他特殊
印刷物

 
 

 35 

図表 12：印刷工程の商品分類評価 

 

 
 

 
図表 13：表面加工の商品分類評価 

 

 
 

    
 
 
 

オフセット印刷

オフセット
輪転

オフセット
枚葉

出版印刷物 新聞 ○

雑誌 ○ ○ ○

書籍 ○ ○

その他 ○ ○

商業印刷物 宣伝用印刷物 ○ ○

業務用印刷物 ○ ○ ○

証券印刷物 一般証券印刷物 ○ ○ ○ ○

カード類印刷 ○ ○

事務用印刷物 ビジネスフォーム印刷 ○ △

事務用品印刷 ○

包装資材印刷(基材・紙) ○/× ○ ○ ○/△

包装資材印刷(基材・紙以外) ○ ○/△ △※

建装材 ○
※プラスチック容器の場合に適用される

凸版印刷 凹版印刷
グラビア
印刷

フレキソ
印刷

スクリー
ン印刷

包装その他特殊
印刷物

コーティ
ング※1

箔押し
エンボス

※2
プレス
コート

UVラミ
コート

ラミネート
エージン

グ

出版印刷物 新聞

雑誌 ◎ △ △ ◎ ◎ ○

書籍 △ △ △ △ △ ◎

その他 ◎ ○ △ ◎ ◎ ◎

商業印刷物 宣伝用印刷物 △/○ ○ △ ○ ○ △/○

業務用印刷物 △

証券印刷物 一般証券印刷物

カード類印刷

事務用印刷物 ビジネスフォーム印刷

事務用品印刷

包装資材印刷(基材・紙) ○ ○/△ ×/△ ◎ ◎ ○

包装資材印刷(基材・紙以外) ×/○ ×/△ ○ ○

建装材 ○ ○ ○
※1ニス引き（ビニール引き）、プレスコート、蒸着加工が該当
※2エンボスはコーティングではないとのご指摘有り

コーティングユニット

包装その他特殊
印刷物

ラミネートユニット
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図表 14：断裁・製本工程の商品分類評価 

 

 
 
 

図表 15：梱包工程の商品分類評価 

 

 
 
 
 
(７) CO2排出量算定に影響を与える要因一覧 

CO2排出量を算定するにあたり、算定結果に影響を与えうる要因について特定した。要

因は「ユニットタイプ／投入資源（原材料）」と、「ページ数・紙種類・印刷枚数等の

考えられる配分」の両側面で分析した。 
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(８) エネルギー配分方法に関する考え方と論点
 

① GHG 排出量を算定すべき最低限の単位

現在、PCR 自主 WG における作成中の PCR においては、「ユニット単位」での算定

が必要となる。「ユニット単位」での GHG 排出量が算定できない場合(例：建て屋ごと、

分電盤ごとでしかエネルギー消費量の測定が出来ない場合）において、配分が必要と

なる。 
 

 
図表 18：ユニットごとの算定により測定レベル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

② 測定に当たっての現状での課題と配分の必要性

大多数の印刷企業の場合、エネルギー消費量の測定は建て屋単位、フロアー単位の

みが実情であり、ユニット・設備ごとの測定を行なえる企業は一般的とはいえないの

が現状である。また、CFP の算定のたびに、毎回ユニット･設備ごとにポータブル電力

計等を設置してエネルギー消費量を算定することも現実的には困難となる場合がある。

単一のユニットに該当する工程しか含まれていない工場であれば特に問題は無いが、

複数の設備や工程、ユニットを含む場合には、1 つの測定単位（例：工場単位、分電盤

単位）で測定されたエネルギー消費量から、何らかの基準で、各ユニットのエネルギー

消費量を「算定」（配分）するための方策が必要となる。 
 

各ユニットの排出量を算定するにあたり、それぞれの測定に関する条件の配分要否

と、配分方法の案については次の通りである。 
 



 
 

40 
 

図表 19：測定に関する配分要否及び配分案 

 

 
 

 

③ 配分の具体的方法

（a）PCR 自主 WG で提示されている配分方法

収集データ(電力の場合)   
 一定期間（例：下図○月～△月）の工場全体の消費電力：（kWh）  
 一定期間（例：下図○月～△月）の各設備の活動量の単位：（例：通し数、部数、

面積、頁数） 
 以上より、設備ごとの原単位を策定する。 

 

（b）配分方法の具体的内容

 測定が必要な値は、工場全体の電力使用量(a)と各設備の活動量(b)である。 
 一定期間の工場全体の電力量(a)を被説明変数(左辺)とし、各設備の原単位と当該

期間の各設備の活動量(b)を説明変数(右辺）とし、各設備の原単位(下図の A,B,C)
を求めるための連立方程式を設定する。 

 連立方程式より、各原単位(A、B、C)を求めた上で、CFP 算定対象としている

商品１単位に該当する活動量を乗じることで、対象商品のそれぞれの設備(また

はユニット)の排出量が算定される。 
 

ユニットは単一か複数

か

ユニットレベル以上の細

かさでの計測は可能か

配分の必要なし

単一

複数

定期的なユニットごとの

サンプリング調査は可能か

配分の必要なし

可能

不可能

サンプリングしたエネルギー消費データ

から、ユニット間での按分比率を推定し、

これを元に配分を行なう。

施設全体での排出量と、ユニットごとの

原単位、活動量をもとに連立方程式を設

定し、配分を行う。

仕様データと稼働時間のデータから、ユ

ニット間での按分比率を推定し、これを

元に配分を行なう。

可能

不可能
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図表 20：配分方法例 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 活動量及び原単位の具体例及び論点

各工程・設備の電力量を推定する場合にも、それぞれの特性により、使用する活動

量の単位は異なる。例えば、刷版では版の面積(m2)、印刷では通し数(通し)、製本では

部数(部)といった違いがある。PCR をもとに、各ユニットまたは各設備で考えられる

活動量と原単位について、具体例を図表 21 に示す。 
 
 

図表 21：活動量と原単位の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

論点 
• 活動量の単位について、表に整理したものは配分のための原単位を算定する

上で妥当であるか。 
• ユニット分け方は、配分比率を求める上で妥当であるか。 
• 活動量の単位については、同じ単位であっても、サイズ等が異なれば、そこ

に必要なエネルギーも異なる可能性がある。（印刷機であれば、例えば菊全、

菊半、四六全など）これを、すべて同一の「単位(例：1 通し)」と数えてしまっ

てもいいのか、何らかの補正をかける必要があるのか。 
• 設備毎の効率性の差異が、連立方程式による配分によって、見えなくなって

しまう可能性がある。(例えばより効率の高い印刷機と、古く効率の悪い印刷

機のエネルギー消費の差異など) 
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⑤ 1 つのユニットが、異なる設備・商品を含む場合の配分への影響

単一のユニットを構成する設備や、そこから生産される商品は、1 種類とは限らな

い。異なる種類の設備等を用いている場合や、異なる種類の商品を生産している場合、

その商品のサイズ等の違いから、活動量(例：通し数など)あたりの原単位が異なりうる。

カーボンフットプリントは、1 商品単位ごとの GHG 排出算定を行う必要があり、上記

のような場合には何らかの補正を行わなければ正確な算定とならない可能性がある。 
 
 

図表 22：異なる設備・商品の配分補正 

 

 
 
 
 

論点 
• 補正を行う場合には、どのような方法が考えられるか。 
• 例えば、図表 20 の連立方程式モデルを参考にして、当該ユニットの一定期

間の総電力消費量と、各設備･商品の原単位や活動量から、補正のための係数

を推定する手法などが考えられる。ただし、この手法を用いる場合には、ユ

ニットの電力消費を実測する必要がある。（ユニットの電力消費を施設全体の

電力、仕様データ、稼働時間等から推定(配分)することも出来るが、この場

合の正確性の担保をどうするかは要検討） 
 
 
 

同一ユニットにおける

設備や商品は単一か

設備や商品の違いが、

原単位に影響を与えるか

補正の必要なし

単一

複数

補正の必要なし

与えない

与える

補正の必要あり？

(要検討)
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図表 23：異なる設備・商品の算定式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【まとめ】 
 事業者が CFP を算定しようとした場合、エネルギー消費量に関して保有しているデータ

の詳細度合いは様々である。CFP の算定対象となる製品の生産段階で消費したエネルギー

量を計測・把握している場合は問題無いが、工場全体で、あるいは分電盤でしか測定でき

ていないという場合も想定される。このような場合は、算定対象である製品に消費電力量

を配分する必要がでてくる。 
したがって本項では、事業者のエネルギー測定・管理レベルを想定し、そのレベルごと

にどのような配分方法が適切かを推論し、WG 及び委員会で議論するためにまとめたもの

である。 
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(９) データ取得方法と CFP 算定結果の精度
 
企業ごとに取得できるデータの測定レベルは異なり、それに従って算定値の精度と大

きさが異なる。測定レベルはできるだけ細かいものが望ましいが、手間・コストとのバ

ランスも考慮が必要となる。本項では、測定レベルと算定値の関係を図式化した。 
 

図表 24：測定レベルと算定値の関係 
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(１０) エネルギー測定データの配分方法

 

① 配分方法について（実測データによる検証）

必ずしもカーボンフットプリント算定に取り組む全ての企業が、自社の各設備にエ

ネルギー消費を実測できるわけではない。何らかの配分基準を策定し、より簡易かつ

一定の正確性を持つ算定方法を検討する必要がある。机上の配分方法と、実測値との

乖離を検討するため、検証実験を実施する。 
 

 
図表 25：検証実験の概要 
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② 仕様からの積み上げによる生産段階別／機器別排出量算定
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② 仕様からの積み上げによる生産段階別／機器別排出量算定
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③ 対象商品への配分

同じ設備で、CFP 算定対象商品とそうでないものが同一期間で生産されていること

が考えられる。CFP 算定対象商品単位に、CO2排出量を落とし込むためには、生産量

や生産金額等による配分が必要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パターンA： YP１＝ Y × P1 / P

ポイント④ 建屋全体の排出量を生産量のみで配分。各プロセスや機器の違いを考慮できないポイント④ 建屋全体の排出量を生産量のみで配分。各プロセスや機器の違いを考慮できない

パターンB： YP１＝ Sa × Ta × Ea × P1 / PA

パターンC： YP１＝ Sa × Va × Pa × Ea × P1 / PA

ポイント⑤ 仕様から積み上げたデータを生産量で配分。
各プロセス・機器の違いを考慮できるものの、あくまで積み上げデータを利用しているため
実績とは異なる可能性が高い

ポイント⑤ 仕様から積み上げたデータを生産量で配分。
各プロセス・機器の違いを考慮できるものの、あくまで積み上げデータを利用しているため
実績とは異なる可能性が高い

ポイント⑥ 印刷速度等から積み上げたデータを生産量で配分。
各プロセス・機器の違いを考慮できるものの、あくまで積み上げデータを利用しているため
実績とは異なる可能性が高い

ポイント⑥ 印刷速度等から積み上げたデータを生産量で配分。
各プロセス・機器の違いを考慮できるものの、あくまで積み上げデータを利用しているため
実績とは異なる可能性が高い

※P1=CFP対象商品の生産量 (枚/月 など)
※P＝建屋全体での総生産量 (枚/月 など)
※PA＝設備Aでの総生産量 (枚/月 など)
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(１１) モデル工場実測データ分析による配分方法検討
 

① 配分方法の検討について（実測データによる検証）

必ずしもカーボンフットプリント算定に取り組む全ての企業が自社の各設備にエネ

ルギー消費を実測できるわけではない。何らかの配分基準を策定し、より簡易かつ一

定の正確性を持つ算定方法を検討する必要がある。 
 
 

図表 26：実測データによる検証 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

48 
 

(１１) モデル工場実測データ分析による配分方法検討
 

① 配分方法の検討について（実測データによる検証）

必ずしもカーボンフットプリント算定に取り組む全ての企業が自社の各設備にエネ

ルギー消費を実測できるわけではない。何らかの配分基準を策定し、より簡易かつ一

定の正確性を持つ算定方法を検討する必要がある。 
 
 

図表 26：実測データによる検証 
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② 配分方法のレベルについて

配分方法をパターン分けし、各パターンのエネルギー消費量から配分算定方式を図

示した。また、各パターンでの配分による測定レベルも記載した。 
 

図表 27：配分方法パターンと測定レベル 
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③ 測定モデル工場について

モデルＡ工場の協力のもと、印刷工場における各種工程の消費電力量の実測を行

なった。 
 

図表 28：測定設備の使用 

 
主な機器 仕様値 

枚葉印刷 4 色兼用機 83kW 
∟集塵装置 ― 
枚葉印刷 2 色兼用機 57.5kW 
∟集塵装置 ― 
断裁機 ― 
紙揃え機 ― 
折り機 ― 
貼り込み丁合い機 ― 
無線綴じ機 ― 
中綴じ機 ― 
プレス機 ― 
空調 ― 
CTP・CTP バキューム 5kW 
現像機 6kW 
PC ― 
室外機＋ポンプユニット ― 

※ 仕様値「―」については、仕様データ未取得 
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③ 測定モデル工場について
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④ 配分の基本的な考え方

工場全体（またはフロア全体）しかエネルギー消費量が測定できない場合に、各設

備の消費電力を求めるため、何らかの基準を持ってエネルギー消費量の配分を行なう。

基準としては、設備の仕様値、稼働時間、印刷枚数等の物量等が考えられる。 
 

 
図表 29：エネルギー消費量配分の基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次に、図表 27 のパターン B から E の配分算定について、具体的に述べる。 
 

（a）パターン B

各設備に対し仕様値をもとに配分を行なう。また、簡易化のために稼働時間、力率

は考慮していない。各設備の仕様値を調べた上で、工場全体の設備仕様値の合計を求

め、各設備の仕様値を、工場全体の合計で割ることにより、配分比率を決定する。電

力メータ等から測定した工場全体の電力量を乗じることで、設備ごとの消費電力量を

把握する。場合によっては、仕様を把握することは主要機器のみになる可能性もある

が、これは各設備に間接部門等の電力が付加されることとなるため、保守的な算定で

あると考えられる。 
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工場内の設備
①

仕様値
ｋW

②
配分比率

％

③
該当期間の
消費電力量

ｋWh

④
電力消費量

実測値
kWh

処理数(枚)

枚葉印刷　4色兼用機 83 55% 1,291.3 313.9 14,600
枚葉印刷　2色兼用機 57.5 38% 894.5 622.2 14,799
断裁機 * 0% 0.0 27.0 0
折り機 * 0% 0.0 14.4 4,000
中綴じ機 0% 0.0 1.9 6,000
事務所全体 (ｵﾌｨｽ部分・空調含む） * 0% 0.0 252.9 -
プリプレス室全体 * 0% 0.0 732.7 -
  （うち　CTP部分） 5 3% 77.8 12.8 110
　（うち　現像機部分） 6 4% 93.3 15.6 110
室外機＋ポンプユニット * 0% 0.0 391.9 -
合計 151.5 100% 2,357 2,357 -

図表 30：パターン B（設備仕様による配分）の考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表 30 に基づき、工場全体の電力消費量を各設備に配分したモデル工場 A の値は

下表の通り。 
 
理論上、合計値は一致するが、各設備の消費電力については、算定結果③と算定結

果④「実測値」では異なる。これは、配分比率が「仕様値のみ｣によって求められてお

り、「稼働時間」や「力率」を考慮していないためである。また、本案件では主要設備

(印刷機、CTP 機、現像機)のみの仕様値のみしか把握できておらず、空調や照明等の

間接部分に加え、断裁機や折り機等の機器のエネルギー消費分まで、上記主要設備に

付加されている。(したがって過少算定は回避できる) 
 

図表 31：パターン B（設備仕様による配分）の算定結果 
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（b）パターン C

先述のパターン B の配分方法に、稼働時間を加味して配分比率を求める方法がパ

ターン C である。仕様値に、稼働時間をかけることによって、各設備間の稼働時間の

際を考慮に入れた配分比率となる。ただし、この配分方法は力率を加味していない。（パ

ターン B と同様である。） 
 

 
図表 32：パターンＣ（設備仕様と稼動時間による配分）の考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図表 32 の方法に基づき、工場全体の電力消費量を各設備に配分した値は次の表の通

り。理論上、合計値は一致するが、各設備の消費電力については、算定結果⑤と算定

結果⑥「実測値」では異なる。これは、配分比率が「仕様値と稼働時間のみ｣によって

求められており、「力率」を考慮していないためである。また、本案件では主要設備(印
刷機、CTP 機、現像機)のみの仕様値のみしか把握できておらず、空調や照明等の間接

部分に加え、断裁機や折り機等の機器のエネルギー消費分まで、上記主要設備に付加

されている。(したがって過少算定は回避可能である)なお、パターン C は、稼働時間

の定義をどのようにするかによって配分比率並びに各設備の消費電力算定が大きく異

なる。 
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工場内の設備
①

仕様値
ｋW

②
稼働時間
　(時間)

③
推定電力消費

量
（=①×②)

④
配分比率

％

⑤
該当期間の
消費電力量

(ｋWh)

⑥
電力消費量

実測値
kWh

枚葉印刷　4色兼用機 83 78.97 6,554.69 75% 1,759.7 313.9
枚葉印刷　2色兼用機 57.5 35.91 2,064.57 24% 554.2 622.2
断裁機 * 0.00 0% 0.0 27.0
折り機 * 0.00 0% 0.0 14.4
中綴じ機 0.00 0% 0.0 1.9
事務所全体 (ｵﾌｨｽ部分・空調含む） * 0.00 0% 0.0 252.9
プリプレス室全体 * 0.00 0% 0.0 732.7
  （うち　CTP部分） 5 14.18 70.92 1% 19.0 12.8
　（うち　現像機部分） 6 14.89 89.37 1% 24.0 15.6
室外機＋ポンプユニット * 0.00 0% 0.0 391.9
合計 151.5 143.96 8,779.55 100% 2,357 2,357

図表 33：パターンＣ（設備仕様と稼動時間による配分）による算定結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（c）パターン D

パターン D は設備ごとの実測値を利用する。（実測を行なうため、配分を行なわな

いケース）図表 34 は、配分をせずに各設備に設置された測定器によって取得された実

測値である。各設備で消費された電力そのものであるため、もっとも精度が高いデー

タといえる。 
 

図表 34：パターン D（設備ごとの実測）の算定結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 理論的には、工場全体の電力消費量（電気事業者のメータから把握)は、上

表の実測値の合計値に等しくなる。 

 

（d）パターン E

仕様値を用いる算定方法として、「仕様値」に「稼働時間」と「力率」をかけること

によって、設備ごとの消費電力量を積み上げ式に算定する。力率を測定することが困

難である場合には、「力率=１」とすることにより、過少算定を回避する。なお、積み

上げ算定の場合においても、稼働時間(h)の定義をどのように考えるかが重要な論点と

なる。（例：１Job をどこからどこまでと捉るか／アイドリング期間はどの製品に結び

付けるべきか）｢力率」を自ら計算する場合には、積み上げによって求めたエネルギー

消費量が、実際の全体合計値を必ず同量または上回るような値に設定する必要がある。 
 
 
 

工場内の設備 実測値(kWh) 処理数(枚)
枚葉印刷　4色兼用機 313.9 14,600
枚葉印刷　2色兼用機 622.2 14,799
断裁機 * 27.0 0
折り機 * 14.4 4,000
中綴じ機 1.9 6,000
事務所全体 (ｵﾌｨｽ部分・空調含む） * 252.9 -
プリプレス室全体 * 732.7 -
  （うち　CTP部分） 12.8 110
　（うち　現像機部分） 15.6 110
室外機＋ポンプユニット * 391.9 -
合計 2,356.9 -



 
 

54 
 

工場内の設備
①

仕様値
ｋW

②
稼働時間
　(時間)

③
推定電力消費

量
（=①×②)

④
配分比率

％

⑤
該当期間の
消費電力量

(ｋWh)

⑥
電力消費量

実測値
kWh

枚葉印刷　4色兼用機 83 78.97 6,554.69 75% 1,759.7 313.9
枚葉印刷　2色兼用機 57.5 35.91 2,064.57 24% 554.2 622.2
断裁機 * 0.00 0% 0.0 27.0
折り機 * 0.00 0% 0.0 14.4
中綴じ機 0.00 0% 0.0 1.9
事務所全体 (ｵﾌｨｽ部分・空調含む） * 0.00 0% 0.0 252.9
プリプレス室全体 * 0.00 0% 0.0 732.7
  （うち　CTP部分） 5 14.18 70.92 1% 19.0 12.8
　（うち　現像機部分） 6 14.89 89.37 1% 24.0 15.6
室外機＋ポンプユニット * 0.00 0% 0.0 391.9
合計 151.5 143.96 8,779.55 100% 2,357 2,357

図表 33：パターンＣ（設備仕様と稼動時間による配分）による算定結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（c）パターン D

パターン D は設備ごとの実測値を利用する。（実測を行なうため、配分を行なわな

いケース）図表 34 は、配分をせずに各設備に設置された測定器によって取得された実

測値である。各設備で消費された電力そのものであるため、もっとも精度が高いデー

タといえる。 
 

図表 34：パターン D（設備ごとの実測）の算定結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 理論的には、工場全体の電力消費量（電気事業者のメータから把握)は、上

表の実測値の合計値に等しくなる。 

 

（d）パターン E

仕様値を用いる算定方法として、「仕様値」に「稼働時間」と「力率」をかけること

によって、設備ごとの消費電力量を積み上げ式に算定する。力率を測定することが困

難である場合には、「力率=１」とすることにより、過少算定を回避する。なお、積み

上げ算定の場合においても、稼働時間(h)の定義をどのように考えるかが重要な論点と

なる。（例：１Job をどこからどこまでと捉るか／アイドリング期間はどの製品に結び

付けるべきか）｢力率」を自ら計算する場合には、積み上げによって求めたエネルギー

消費量が、実際の全体合計値を必ず同量または上回るような値に設定する必要がある。 
 
 
 

工場内の設備 実測値(kWh) 処理数(枚)
枚葉印刷　4色兼用機 313.9 14,600
枚葉印刷　2色兼用機 622.2 14,799
断裁機 * 27.0 0
折り機 * 14.4 4,000
中綴じ機 1.9 6,000
事務所全体 (ｵﾌｨｽ部分・空調含む） * 252.9 -
プリプレス室全体 * 732.7 -
  （うち　CTP部分） 12.8 110
　（うち　現像機部分） 15.6 110
室外機＋ポンプユニット * 391.9 -
合計 2,356.9 -

 
 

55 
 

図表 35：パターン E（積み上げ）の考え方 

 
 
 
 
 

 
パターン E による４色印刷機について試算算定値は以下の通り。保守的算定のため、

力率については「１」と考える。実測の設備のエネルギー総消費量と、積み上げの合

計値は、力率を勘案しないため基本的には一致しない。また、稼働時間の考え方によっ

ても大きく数値が異なる。図表 36 の 100A 以上の通電時間は、実際に印刷を行なって

いる期間の電力消費となる。したがって、アイドリング等の時間は含まない。 
 

 
図表 36：パターン E（積み上げ）の算定結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※ 4 色印刷機の場合である。 

※ 定格は 83kW である。 
 
【まとめ】 
本項では、CFP を算定する際のエネルギー消費量の配分方法について、理論的な計算結

果と、モデル事業で測定された実際の計算結果との比較を行った。理論的な計算結果は、

設備機器の定格電力をもとに、負荷率（力率）と稼働時間とを用いて算定したものである。 
現状、理論的な計算では負荷率を 100%で設定せざるを得ないため、結果的には、定格電

力に基づく計算方法では実測した場合と比べ、CFP の算定結果（CO2排出量）が非常に大

きく算出されてしまうということが判明した。 
CFP 算定の意図をふまえると、事業者は実測することが推奨されるが、費用対効果の面

からも、必ずしもすべての事業者が実測可能ではないとも想定される。したがって、より

実態に近いエネルギー消費量を算定するためにも、設備機器の負荷率や稼働時間（準備、

本稼働、清掃等）の考え方についての整理など、業界による検討とサポートも今後必要と

なろう。 
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(１２) モデル工場データ分析

モデル工場 A・B・C の実測データについて分析を行った。 
 

① A 工場（一貫工場）

図表 34 を参照。 
 

② B 工場（製版工場）

図表 37：B 工場の実測データ 
B工場　20XX/XX/XX-XX
CTP刷数

5L 2L 5L 2L
20XX/XX/XX 13 2 0 0 15 1,844 123
20XX/XX/XX 15 2 24 0 41 1,287 31
20XX/XX/XX 23 4 0 0 27 1,399 52
20XX/XX/XX 30 3 5 1 39 1,370 35
20XX/XX/XX 37 3 5 0 45 1,487 33
20XX/XX/XX 10 0 5 0 15 0 0

DDCP

20XX/XX/XX 7 1,775 254
20XX/XX/XX 16 1,306 82
20XX/XX/XX 14 1,447 103
20XX/XX/XX 16 1,437 90
20XX/XX/XX 18 1,428 79
20XX/XX/XX 6 0 0

制作

20XX/XX/XX 4 11,228 2,807
20XX/XX/XX 10 7,967 797
20XX/XX/XX 12 11,236 936
20XX/XX/XX 8 9,460 1,183
20XX/XX/XX 10 9,120 912

日付
合計点数
（点）

電力消費量
（点数当たり）
（Wh／点)

電力消費量
（Wh)

電力消費量
（Wh)

電力消費量
（版当たり）
（Wh／版)

印刷用 本機校正用

日付
DDCP
（枚）

電力消費量
（Wh)

電力消費量
（枚当たり）
（Wh／枚)

日付
CTP版数 版数

合計
(版）
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③ C 工場（表面加工工場）

 
図表 38：C 工場の実測データ 

D工場　

PP1

品番 開始 終了 所要時間 枚数 電力消費量（Wh）
前準備＋清掃分配分
電力消費量（Wh）

合計電力消費量
（Wh）

1 8時30分 10時45分 2:15 5,300 21,137 4,383 25,520
2 10時55分 12時05分 1:10 3,500 11,404 2,894 14,298
3 13時10分 13時45分 0:35 1,800 6,238 1,489 7,727

4・5 13時50分 14時50分 1:00 3,440 10,451 2,845 13,296
6 15時15分 16時20分 1:05 2,590 10,716 2,142 12,858

6:05 16,630 59,947 13,752 73,699

PP2

品番 開始 終了 所要時間 枚数 電力消費量（Wh）
前準備＋清掃分配分
電力消費量（Wh）

合計電力消費量
（Wh）

1 8時30分 9時18分 0:48 3,069 10,979 2,017 12,996
2 9時27分 10時35分 1:08 3,468 14,348 2,279 16,627
3 10時45分 11時15分 0:30 1,700 5,182 1,117 6,299
4 11時30分 12時00分 0:30 0 5,277 0
4 13時00分 13時32分 0:32 3,500 6,730 2,300
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前準備＋清掃分配分
電力消費量（Wh）

合計電力消費量
（Wh）

1 8時30分 12時00分 3:30 0 205,773 0
1 13時00分 14時35分 1:35 7,581 100,298 36,136

14,307

342,207
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(１３) モデル工場データからの考察

前項モデル工場データ測定結果により、次の内容が確認された。 

① 印刷機の稼働と消費電力に関して

 一日に複数ロット（job）の印刷を行う場合、立ち上げから本稼働までの待機時

間、本稼働（印刷）時間、機械の清掃時間（待機、必要に応じて）がある 

 消費電力は、「本稼働」と「待機」の２パターンあることが分かる 

 印刷機は立ち上がっているが全く印刷が行われない日もあった 

② 本稼働時の消費電力に関して

 印刷を開始して出力を上げてからは、最大電力消費量は一定している（定格電

力×負荷率×稼働時間なので、すなわち負荷率が一定している） 

 印刷機については、１ロット（job）の中で電力消費量の増減が比較的頻繁に見

られる 

③ 算定対象製品のデータ実測と推計に関して

 算定対象ロットの電力消費量を、「定格電力×稼働時間」で求める場合、負荷率

を 100%で、さらに待機時間も配分する必要があるため、実測と比較するとかな

り大きく算出してしまうこととなる 

④ 負荷率に関して

 算定対象となる機械の負荷率は、当該機械のメーカーに問合せるか保守的に負

荷率 100%で算定することとしているが、UV 機のような機械では負荷率 100%
に近い実測データが得られた（図表 39 参照） 

 その一方で、印刷機では負荷率 100%で計算すると、実測よりも大きく算出する

ことが実測データから把握された（図表 40 参照） 
 

⑤ 測定結果を受けた論点

（a）立ち上げ時、本稼働の間等の待機時の電力消費量をどのように配分するか

 （案１）ロット準備時点から印刷終了時点までを算定対象ロットに含める。た

だしこの場合も、“定格電力×印刷時間”で算定する場合は、待機時間の定格をど

のように設定するのか 
 （案２）一定期間の電力消費量が分かる場合は、“定格電力×本稼働時間”を差し

引いた上で、残り（待機分）をロットに均等配分する 
※ガイドランイでは例として（案１）と（案２）を記載している。 

 （案３）生産量が印刷機等の稼働時間と相関関係にあると考えられるため、生

産量（印刷枚数、製本部数等）で配分する 

（b）時間だけが消費電力量の決定要因ではなく、印刷機のスピード（それにとも

なう負荷率）も影響を及ぼすと考えられるが、これをどのように織り込むべ

きか

 一定期間の電力消費量から配分する際には、変数として印刷スピードも考慮し

配分する 
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⑥ 参考

モデル工場 C 社の実測データから、２ロット分の印刷機（2 色機）と UV 装置のデー

タを抽出しプロットした。仮に実測ではなく「定格×力率（100%）×稼働時間」で消

費エネルギーを求めた場合、フルに稼働していない時間帯の電力消費量も含まれてし

まうため、必然的に実測値よりも電力消費量は大きくなってしまう。 
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図表 39：UV 装置の電力消費量動向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 40：印刷機の電力消費量動向 
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図表 39：UV 装置の電力消費量動向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 40：印刷機の電力消費量動向 
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(１４) CFP 算定ガイドライン
 
別紙の「出版・商業印刷物（中間財）」商品種別算定基準（PCR）事業者のための GHG

排出量算定ガイドラインを参照する。 
 

(１５) CFP 算定方法に関する調査研究報告書

 
本調査研究報告書となる。 
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III． 課題と提言

１．より使い勝手の良いガイドラインへのブラッシュアップ

本調査研究の成果である『「出版・商業印刷物（中間財）PCR」事業者のための GHG 排

出量算定ガイドライン』は、出版・商業印刷物の生産に携わる企業・業界のみならず、原

材料製造企業、出版業界など、実務に携わる方々の知恵の結集として作成された。加えて、

CO2 排出量算定に必要な電力などエネルギー測定の方法、対象製品に投入される原材料の

把握方法など、モデル事業者にも様々な形でご協力いただいた。 
このように、ガイドラインは事業者が実際に利用する際に分かりやすく、できるだけ現

場の実態に即したものとなるよう作成されたが、出版・商業印刷物の製品（すなわち投入

される原材料）は多様であり、さらに生産に携わる事業者の規模や保有する機械設備も様々

である。限られた時間の中で、このような多様性をすべてガイドラインに反映することは

困難な作業であった。 
今後は作成されたガイドラインをより使い勝手の良いものとするためにも、発行される

ガイドラインに準拠した製品の CO2 排出量算定実績を積んでいき、その結果をフィード

バックすることが重要なステップとなる。なお、今後、印刷産業におけるカーボンフット

プリントを普及することを目的に、CO2 算定のための導入編パンフレットを作成する予定

である。 
 

２．CFP の原則は守りながらも算定にかける負荷の低減

策定された PCR に基づき算定する際の運用方法、並びに実際の算定をサポートするガイ

ドラインの作成という本調査研究の目的は、とくに出版・商業印刷物の生産に携わる多く

の中堅・中小企業を意識して設定されたものである。調査研究の結果、大手企業において

も例えば多様な印刷機械が同一工場内に多数存在することによる、データ収集の複雑性が

あることは判明した。しかしながら、例えば個別機械の電力消費量の収集を、できるだけ

手間をかけずにすむようにしようと思えばモニター機器等の新たな投資コストがかかり、

設備稼働時間の記録など、資金的な追加コストをかけずに行おうとすると人手、すなわち

人件費も必要となる場合が多く、中堅・中小企業においては、そのようなコストや手間を

負担に感じることがあることも分かった。 
このようなコストを CO2排出量算定によるベネフィットが上回っていれば、CO2排出量

算定へのインセンティブが働くこととなる。したがって、出版・商業印刷物の生産に携わ

る多くの中堅・中小企業に対して、カーボンフットプリントに取り組むことの意義を明確

に理解してもらうための啓発活動も必要だろう。 
その一方で、自らコントロールすることのできる活動量についてはもちろん一次データ

の収集が基本となるが、自社では把握しきれないデータ（例：印刷機に力率、ボイラー効

率、様々な原材料の CO2排出原単位等）があることも事実であり、それらの整備なしでは、

CO2 排出量の算定は非常に困難となる。とくに二次データの収集にそれほど負荷をかけら

れない事業者のためにも、共通的な二次データの開発・設定が必要である。 
その意味では、出版・商業印刷物の原材料である「平版印刷用ＰＳ版」PCR が認定され、

「紙及び板紙」、「印刷インキ」及び「平版印刷用マスターペーパー」についても、PCR 原

案策定計画が登録されている。このように印刷物の川上（原材料）の PCR は整備されつつ

あり、これに基づいて各原材料メーカーが CO2 排出量を算定することで、信頼性の高い二

次データが容易に獲得できる環境が整うと考えられる。その一方、川下である書籍、雑誌、

カタログ等の「最終消費財」の PCR は現在のところ認定又は原案策定計画登録されていな

いが、これらの PCR が策定、運用されることにより CFP が普及すると考えられる。 
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３．タイムリーかつ適切な CFP の表示方法

出版・商業印刷物への CO2 排出量の表示について検討を行った結果、以下のような課題

が明らかとなった。 
 
①書籍や雑誌等の印刷物の表紙に CFP 表示を行おうとすると、実際に表紙が印刷される

前に、当該製品のライフサイクル全体での CO2排出量を算定し、デザインしておかな

ければならない。しかし実際には、印刷の直前までどの印刷機で印刷されるのかが確

定していないケースもあるなど、最終的な印刷物としての製品となる前に、CO2 排出

量の算定を完了しておくことが困難な場合が多い。 
②週刊誌等のリードタイムが短い製品に CO2排出量を表示しようとした場合、現実的に

検証を受ける時間はない。 
 
以上のような課題は、我が国の CFP 制度設計そのものに関連する課題であり、今後、プ

ログラムオーナーと連携しながら、対応策を検討していきたい。 
 
 

以上 
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